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学資金利息 � 31¶820¶895¶950

延滞金収入 � 4¶319¶024¶757

留学生宿舎収入 � 418¶802¶595

日本語学校収入 � 295¶045¶471

日本留学試験検定料収入 � 290¶246¶462

その他事業収入 � 263¶773¶782

受託収入 � 78¶920¶368

寄附金収益 � 96¶220¶466

資産見返寄附金戻入 � 1¶307¶528

財務収益 � 372¶684¶412

G G G G G G G G

� 37¶956¶921¶791

G G G G G G G G

業務費用合計 79¶075¶811¶387

Ó 損益外減価償却相当額 1¶047¶932¶502

Ô 損益外減損損失相当額 � 22¶140¶416

Õ 損益外除売却差額相当額 � 56¶028¶981

Ö 引当外賞与見積額 � 48¶744¶806

× 引当外退職給付増加見積額 390¶855¶000

Ø 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会
費用

794¶864¶435

無利子融資取引の機会費用 13¶396¶554¶623

G G G G G G G G
14¶191¶419¶058

G G G G G G G G

Ù 行政サービス実施コスト 94¶579¶103¶744
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行政サービス実施コスト計算書注記
\ 引当外退職給付増加のうち、国等からの出向職員に係るものが16¶458¶000円含まれており、
国家公務員退職手当法に基づき期末在職出向職員に係る自己都合要支給額の当年度増加額を
計上しております。

] 都道府県に対して、高等学校又は専修学校の高等課程に入学する者に学資の貸与を行うた
めの資金を支給していることにより、業務費用20¶036¶613¶000円を計上しておりますが、こ
れに対応する収益は国から受け入れた高等学校等奨学金事業交付金収益であるため、行政
サービス実施コストに同額の費用が含まれております。

注 記 事 項
重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準
期間進行基準を採用しております。ただし、国際交流会館等の譲渡に要する業務経費について
は、業務達成基準を適用しております。

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 １～54年
構築物 ５～58年
工具器具備品 ３～23年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金
及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に
基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
４．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
５．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の有価証券
償却原価法（定額法）

６．未収財源措置予定額の計上基準
\ 第一種学資金の返還免除損に係る未収財源措置予定額
第一種学資金の返還免除損については、独立行政法人日本学生支援機構法第22条及び独立行
政法人日本学生支援機構法施行令第19条の規定に基づき、後年度に一般会計から借入金が償還
免除されることが明らかであることから、発生した返還免除損の全額に相当する額を未収財源
措置予定額として計上しております。

] 第二種学資金の返還免除損に係る未収財源措置予定額
第二種学資金の返還免除損については、独立行政法人日本学生支援機構法第23条の規定及び
中期計画に計上されている第二種学資金返還免除補填金により財源措置されることが明らかで
あることから、発生した返還免除損の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計上して
おります。

^ 第二種学資金に係る財政融資資金、民間借入金及び財投機関債の利息補てんに係る未収財源
措置予定額
第二種学資金に係る受取利息と財源である財政融資資金、民間借入金及び財投機関債の支払
利息の差額については、独立行政法人日本学生支援機構法第23条の規定及び中期計画に計上さ
れている政府補給金により財源措置されることが明らかであることから、当該事業年度末にお
ける未収利息と未払利息の差額に相当する額を未収財源措置予定額として計上しております。

œ
Ÿ


		2013-08-28T14:45:16+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




